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差異調査の決定モデノレ（1）
辻　　正　雄
1　は　　じ　め　に
　業績管理システムの目的は，全体の組織目標から分割された個別の組織単位
の目標を達成するために，意思決定の権限が委譲された組織単位の責任者が適
正な意思決定と業務活動を実行するよう導くことにある。その申核となるもの
は，責任者の行動に指針を与え，彼の業績評価の基準ともなる予算と標準であ
る。この予算と標準は，組織目標を実現するために選択されるべき行動案を策
定するプランニング活動のなかで，選択された行動案の実行を促す手段として
設定され乱ところが，予算と標準が行動責任者の業績評価の基準としても機
能するならぱ，その水準のタイトネスや設定方法は，責任老の行動に影響を及
ぽすはずである。さらに，実績と予算や標準とを比較して差異を分析する目的
が，修正措置を誘導することの他に責任者の業績評価にもあるならぱ，差異分
析の実施は比較される実績に対Lて相互作用を与えることになろう。そこで，
本稿で扱う差異分析と調査は，予算や標準と責任者の行動の結果である実績と
を比較分析し，必要なときに差異の調査を実施し，責任者の業績評価と適切な
修正措置のために役立つ清報を提供するものと理解される。
　差異分析はある定められたインターバルで，実績値が集計されるごとに実施
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されることが通例であろう。しかし，差異の調査は，差異の発生する度に実施
されることはない。蓬異がゼロとなることの方が例外的であり，差異のなかに
は正常技状態の下でもラソダムに発生しうる誤差の範囲に入るものもあるから
である。したがって，差異原困の調査は，ある限られた状況にのみ限定されて
実施されることになる。この限られた状況がなんであるべきかを明らかにする
ことに，調査決定問題の分析意義がある。
　調査活動にも有隈な組織資源の投入が伴う以上，調査の実施は，業務活動が
望ましくない結果をもたらしたとき，あるいはその可能性が予測されるとき，
そのまま活動を継続するよりは費用を掛けて調査を行い，適正な修正措置をと
ることが，責任者の業績改善につながると判断される場合であろう。このよう
な費用一効果分析の視点から，いくつもの調査決定の数理壬デルが今目までに
提示されてきた。ωしかしながら，それらモデルに内在する限界のひとつは，
対象の業務プロセスとして機械的な活動が想定されている点である。プロセス
がどのような状態で活動するかが確率的に決まるモデルのなかで，組織実績に
対して人間の行動が与える効果を明示的に扱うことは困難である。
　機械的た数理モデルが妥当する状況としては，たとえぱ周期的な調整により
ある一定の品質標準に合格するアウトプットを生産するようなシステムが考え
られる。しかL，そのような機械的たプロセスさえも，操作するのが人間であ
るならぱ，それらのモデルが適用される領域は，きわめて制隈されてしまうよ
うに思われ孔そこで，この困難を克服するためにぱ，人間の意思決定と行動
様式とを内包するようにモデルを修正し，拡張することが必要となる。本稿で
は，以上の認識に基づいて，人間の行動的側面を明示的に考慮した調査決定モ
デルを構築するために，その基礎となる「エイジェンシー理論」の適用につい
て検討することにしょう。
注（1〕ユ975年までの文献は，Kaplan（1975）のサーベイ論文を参照されたい藺Dittman
　　alユd　Prakash（1978）は，マルコフ・モデルを使って多重期聞において経済的に最
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適な管理隈界を示している。A匝sariandTsuji（1980）では，ブロセスが単一の達
続的確率変数で記述されるケースについて，管理隈界が実績に与える相互作用を考
慮して最適な管理隈界を求めている。
2　エイジェンシー理論と業績管理
　エイジヱソシー理論は，代理関係の存在する経済主体間で結ぱれる契約に焦
点を当て，その契約関係の特性と主体の行動を解明すると共に，そこにおいて
中心的な役割を演じる情報の問題を分析する。この理論が扱う代理関係は，エ
イジェントと呼ぱれる主体が，ある決定問題を解決するために，プリンシバル
と呼ぱれる主体の代理人とLて行動するときに生じる。ωこの種の関係は，裁
判における被告とその弁護人，スポーツ選手やタレソトと彼等に代わって契約
の交渉に当たる代理人，企業の所有老である株主と企業の経営を託された経営
者，ある仕事の責任者とその仕事の遂行を任された部下，等々にその一例が見
られるように，杜会に広く存在する人間の基本的なつながりである。企業とい
う階層的な経営組織においても，構成員主体間の関係は，本質的にこのようた
エイジュソシー関係であるとみなすことができよう。すなわち，プリンシパル
である上位老の意思決定権限が，エイジェソトである下位者へ委譲され，その
下位著によって業務活動が遂行されることが，企業におげる行動の基本的バタ
ーンだからである。その際，業務活動から得られる成果は，上位者に掃属され
ることになるかもLれないが，その一部は事前に取り決められた契約に従って，
下位者に報酬とLて支払われねぱならない。
　組織は複数の個人（主体）から構成されているから，組織の業績は，ある環
境条件の下で各個人がいかなる動機をもってどのように行動するか，というこ
とに依存している。個人が組織に参加する理由は，個人が独立して自己の労働
を市場における交換取引を通じて供給することの報酬よりも，組織と雇用契約
を結び，共同的な生産活動のもたらす成果の一都を報酬として受け取る方が，
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その個人にとってより大きな効用が得られるからであろう。つまり，個人にと
って，組織は自己の目的を達成する上で有利となる活動舞台に他ならない，と
考えられる。エイジェンシー理論では，ブリソシパルであれエイジェントであ
れ，各個人ば自己の利害によって動機づげられているものと仮定される。しか
し，親織の成員がすべて自己の利益のために行動することが，利害のコソフリ
クトを生むとしても，個人の報酬や厚生の大きさは，組織の成果に依存し，そ
の成果は各個人の協調度合の高まりと共に増大することが通例であ飢したが
って，自己の利益のために行動する個人は，自已の利益が犠牲にならない隈り
において協調的に活動する，と言うことができる。換言するならぱ，各成員の
行動原理は効用最大化の基準に従うが，組織が維持されていくためには，成員
の利益を犠牲にすることたく他の成員の利益を増加することができない，とい
うパレート最適性の基準を満たすメカニズムが機能しなげれぱならない。②
　エイジェンシー理論において，自己の利益のために行動する個人が組織目的
のために協調的行動をとらない理由として，2つの現象が指摘される。その第
1は，モラル・ハザード（mora1㎏zard）と呼ぱれる間題である。火災や自
動率の損害保険に加入後，人々が用心や慎重さを欠くようになったり，医療保
険の普及により安易に病院へ通う人々が増加する，といった傾向は，保険契約
が人間の動機や行動に影響を与えるモラル・ハザードの現象である。これは，
保険会杜が契約者や被保険者の行動を常時観測し，結果の原因を客観的に証明
することが不可能であるために起こる現象である。同様のことが，組織におけ
るエィジェ：■シー関係においても生起しうる。生産活動へのインプットを供給
するために雇用されたエイジェソトの行動あるいは努力をプリンシバルが観測
できないとき，エイジェソトの業績評価あるいは雇用契約は，行動あるいは努
力のサロゲイトに基づいて定められねぱたらない。この場合，サロゲイトから
エイジェントの行動あるいは努力を特定することは困難であるから，努力に対
して負の効用をもつエイジェソトは，なまけて努力を回避するよう動機づげら
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托てしまう。
　第2の現象は，逆淘汰（adverseselection）の間題であるσ組織を形成する
主要な効果のひとつは，階層的に権隈を下位へ委譲することにより，当該桑務
に専従する人々の優れた技能と清報を活用することが可能匡なるごとにあるσ
環境状態や漬動努力の水準を所与とすれぱ，一般により優れた技能や億報の持
ち主に権限を委譲することから，より高い業績が期待される。ところが，技能に
関する情報はエイジェゾトの側に偏在しがちであり，有能でないタイブの人々
が有能であるタイプを差し置いて権限の委譲を受げる結果になりうる。また，
環境や生産プロセスに関する情報がエイジェントの側に煽在していると，プ沙
ンシパルはエイジェントの行動が最適なものであるかを判断することができな
い。したがって，このような情報の非対称性の下では，エイジェントが自己の
利益のために所有する情報を虚偽報告するような動機が働らいてしまう。｛訓
　モラル・ハザードと逆淘汰の現象を回避することは，成員の行動を正確に観
測し，成員のもつ椿報をすべて正しく集収することのできる完全な椿報システ
ムをもって，はじめて可能となる。しかし，このような情報システムの導入ぱ，
現実には不可能であろうし，可能であるとしても費用一便益的に許容されない
であろう。したがって，エイジェンシー関係にある成員は，環境の不確実性と，
当事着の片方にしか知られていたい傍報の非対称性によるコミュニケーシ昌ン
の不確実性とに直面せぎるをえ在い。
　複数の成員から成る階層的な企案組織において，経営清報には少なくとも3
つの役割が存在する。14〕その第1は，最適な意思決定を下すことができるよう
に，不確実な環境に関する管理老の事前の判断を改善する働きである。これは，
意思決定のための清報の役割と考えること於できる。管理者添過去の経験と知
識から不確実な環境の状態に関して事前にもっている確率判断が，情報の入手
によって事後的な確率判断へと修正されるならぱ，管理著は清報の入手前に比
べて意思決定を改善することができる。第2の役割は，上位老が下位者に適切
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な動機づげを与えることを助げる働きである。管理者の報酬が彼の業績に依存二I
して変化するとき，より大きな報酬を追求する管理者は，より優れた業績評価
を示す清報が出力されるように業績を改善する努力を払うはずであ孔しかし，
このようたそチベーションの機能をもつ情報システムは，運用を誤るならぱ，一
予算システムの領域でよくみられるように，予算の水準をできるだげ緩やかに
設定し，予算の達成だけを目的として適合的な行動からは遊離してしまう動機
を下位老に許すことになりかねない。第3の役割は，不確実た環境の下で活動
することに内在するリスクを成員間で分担するよう促進する働きである。一5〕こ
のリスク分担の役割は，管理者のモチベーションが彼の負担するリスクの大き
さによって影響されるという意味で，第2の役割と密接な関連性を有してい
る。組織成員の業績評価基準に不確実な要因が含まれているとき，成員は何が
しかのリスクを分担Lている。成員間にリスクを分散Lて個々の成員のリスク
負担を軽減することができるならぱ，組織全体にとってリスクはかなり大きい
が高い成果の期待できる行動の選択が可能となる。これは，リスク分担のもつ
プラスの側面である。しかし，リスクに対する態度が個人によって異たること
は，次のようなマイナスの結果として発現しうることに注意しなげれぱならた
い。経営組織において，一般に上位者よりも下位者の方がよりリスク回避的で
あると考えられている。この場合，上位者から権隈を委譲された下位者は，上
位老の選好とは異なって，リスクの低い行動を選好するという結果になりう
る。そこで，上位者は下位者のリスク態度に適合した業績評価システムをつく
り・より合目的的な行動を導くような最適なリスク分担を可能にする情報シス
テムの設計に努めねぱならなくなる。
注（1）Ross（1973）の定義に依拠している。
　（2）辻（1983）は，不確実性下における業績管理システムについて論及L，バレート
　　最適性の塞準の意義を検討している。
　（3）エイジェ：■シー理論に基づく参加的予算の是非と虚偽報皆の可能性に関する検討
　　については，佐藤（1983a）を参照されたい。
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（4）Demski　and　Fe1than（1976）では，意患決定に影響を与える繕報の役割（deci－
　sion・in五uencingrole）と意思決定を助ける情報の役割（decision・faciIitatingrole）
　とに2区分する。Baima皿（1982）は，前者をさらに毛チベーショソの役割とリス
　ク分担の役割とに細分する。
（5）リスク分担に関する数学的理論については，Wilson（1968）を，その入門的解説
　は，Ra三ffa（1970）を，参照されたい。
3エイジェンシー・モデルと情報分析
　本節では，1人の上位者（経営者）と彼から権隈を委譲された1人の下位者
（管理者）から構成される組織単位の場において，前述の状況を表わすモデル
を定武化L，業績管理に係わる椿報分析を試みることにしよう。ω
　経営者から意思決定権限1を委譲され，・業務の遂行を任された管理老は，代替
的な行動案の集合Aのなかからある行為aを選択する。行為aは，管理者の労
働あるいは努力の水準を表わす生産インプットである。このaと確率変数であ
る環境の状態θとから，組織単位の業績Xは，X＝X（a，9）と決定される。
ここで，Xは貨幣単位で濁定される利得を示すものと考える。業績管理におげ
る主要な問題は，経営者とは異たる価値体系をもつ管理者が適合的な行動を選
択するように導くために，管理者の業績をどのよう放方式で評価するのが適切
であるかを決定することである回より具体的には，Xを経営者と管理著の間で
どのように分配することが最適であるかを決定することであ乱そして，この
問題の解決に代替的な鴬報システムがどのよう恋効果をもたらすかを明らかに
することが，ここでの情報分析に期待される役割である。
　経営著の効用関数は，所得wのみに依存するG（w）で与えられ，管理者
の効用関数は，所得Wと行動aの部分に分離可能な関数として，H（W，a）＝
U（w）一V（a）と定義されると仮定Lよう。これらの効用関数には，以下の特徴
が存在する。（1）両老共に所得の隈界効用は正である（G1＞0，U1＞0）。（2）経営
者はリスクに対して中立である（G”＝0）か，リスク回避的である（G”くO）。
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（3）管理者はリスク回避的である　（U”＜0）。もしもリスク中立的であるならぱ，
モラル・ハザードの現象は無くなる。（4）管理着は努力を払うことを嫌悪するの
で，努カの隈界負効用は正である（V∫＞0）。　さらに，本稿を通じて，不確実
な状態θに関して，経営者と管理者の確率判断は一致Lているものと仮定し
よう。
　管理者の受け取る報酬をS（・）と表わすならぱ，経営者の取得分は，残余の
利得としてr（・）＝X－S（・）と計算される。エイジェンシー関係が維持される
ためには，この利得配分のルールが両者の共有する情報に基づいて定められね
ぱならない。したがって，どのような情報システムが利用可能であるかによっ
て，両者への分配額は異なる大きさになり，そのことが管理者の行動選択に影
響を与える結果になる。しかし，どのような配分ルールが採用されるにしろ，
管理者に支払われる報酬は，それが管理老にもたらす効用が他の最も有利な雇
用の機会から得られる効用を下回らないように定められねぽならない。以上の
状況において，パレート最適な配分ルールS（・）は以下の決定間題を解くこと
により得られる。｛到
　　　max　　　　E｛G（x＿s（．））｝　　　　　　　　　　　　　　　　（3．1）
　　　S（・），a
　　　s．t，　　　　E｛U（s（・））＿▽（a）｝》H　　　　　　　　　　　　（3．2）
　　　　　　　　　aξargmax　E｛U（s（・））一V（a’）｝　　　　　　（3．3）
　　　　　　　　　　　a’EA
ここで，Hは管理者に最低限度補償しなげれぼならない効用水準を表わし，
“argmaX”はその後の目的関数を最大化する変敷の集合を示す記号である。
3．1完全な債報システムの分析
　ここでr完全な」ということは，管理者の行動を観測することにより彼の努
力水準を経営老が正確に知ることができることを意味している。あるいは業績
の結果から彼の努カ水準が一義的に確定できるような場合も，これに含められ
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る。したがりて．不確実な環境について生起する状態を確実に知らせてくれる
情報は提傑されない。このような理想的な状況の下にあるとき，経営老は，管
理者の努カ水準に基づいて業績評価することが可能となる。すなわち，管理者
が契約に合意された通りの行動を選択したときにのみ（3．2）を満足する所定
の報酬を支払うことを取り決めれぱよいことになる。このとき合意される行動
は，管理者にとって最も望ましい，（3，3）を満たすものであるとは隈らたくな
る。管理者には合意された行動以外に少なくとも効用水準Hを実現する手段
は無いので，経営者は自分にとって最適な行動の選択を管理者に強制すること
が可能となる。
　制約条件（3．3）を外して導かれた最適解は，ブァースト・ベスト解と呼ぱ
れる。そラル・ハザードの現象も起こりえたいこの決定問題では，経営老と管
理者がいかに共同してリスクを分担するかを求めることになるから，ファース
ト・ベスト解はバレート最適なリスク分担を保証する配分ルールを示す。この
とき経営者がリスク中立的であるならぱ，組織業績Xの変動に伴うリスクはす
べて彼が負担し，リスク回避的な管理者はある固定的た報酬を受げ取ることが，
パレート最適とな私したがって，最適なリスク分担の観点からは，経営者お
よび管理者の双方にとって，管理可能でない不確実な要因を業績評価の塞準に
含め液いことが望ましいのである。
　ところが，上述の管理可能隆の原則は，経営著もまたリスク回避的であるな
らぱ，パレート最適な配分ルールをもたらさなくなる。管理可能性の原則だげ
についてみるならぱ，リスク回避的た管理者の効用関数に対して，Jen舵nの
不等式から次式が成立する。
E｛U（s（x））｝くU（E｛s（x）｝） （3．4）
それゆえ，他のものを一定として業績評価基準を間題にする限り，管理者は管
理可能性の原則の適用されることを望むはずである。LかLながら，（3．2）の
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制約条件の下で（3．1）を最大にする配分ルールsには，可変的な項目が含ま
れる。たとえぱ，両者の効用関数を
G（w）＝一c1exp（一w／c1）
U（w）＝一c2exp（一w／c2）
（3．5）
と仮定するとき導かれるパレート最適解から，管理者の報酬Sは次式で決定さ
れる。㈲
　　　　C1C2　　　　　　　　C2S（X）＝　　ln2＋　　X　　　C1＋C2　　　　　　C1＋C2 （3．6）
ここで，λは制約条件（3．2）に係わるラグランジュ乗数である。（3．6）にお
いて，SはXの線型関数となっており，リスク回避測度に応じて，変動する
Xが報酬に与える影響は変化することがわかる。すなわち，管理者のリスク許
容測度C。が高けれぱ，したがってリスク回避測度が低げれぱ，可変部分の割
合が多くなり，Xの影響をより多く受ける評価方式になっている。‘4」
3，2不完全な情報システムの分析
　完全改清報システムが利用可能であるのは，きわめて例外的な場合であろう
から，情報分析のより現実的な課題は，不完全な情報が業績管理のためにどの
ように利用されるかを探求することである。管理者の行動を物語るものとして
一般に利用されている清報は，行動の結果である組織業績Xであろう。そこで，
はじめに，経営着がxのみを観測できる不完全な清報システムのケースから検
討するごとにしよう。
　Mirlees（1974．1976）に従つて，xは管理者の行動に応じてパラメトリッ
クに変化する確率分布F（x，a）をもつ確率変数とみなそう。このFには，す
べての（x，a）について定義される確率密度関数f（x，a）が存在し，aに関し
て1階および2階の偏徴分が可能であることを仮定しよう。㈲さらに，努力水
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準の増加が率の分布に与える影響が合理的であるために，努カの隈界生産力が
正となるよう，いわゆる1次の確率優位の条件が成立することにしよう。㈲
　（3．3）式をaの最適性に関する必要条件に置き換えて，経営者の決定間題
を定式化すると以下のようになる。
n1aX
S（X）。a’
S．t．
1・（・一・（・））・（ム・）・・
1［・（・（・））一・（と）1・（之・）…亘
1・（・（・））f乱（み・）・・一・’（・）一・
（3，7）
（3．8）’
（3．9）
この決定問題の最適解を求めるために，（3．8）と（3．9）に対応するラグラソ
ジュ定数をそれぞおλとμで表わすと，以下のラグランジュ関数Lを書く
ことができる。
　　　・一1・（・一・（・））・（ム・）…1［ll・（・（・））一・（・）1・（冬・）・・
　　　　　一亘1・μ［1・（・（・））f乱（み・）・・一V（・）1　　（・…）
このLをxの各点に対応するs（x）で偏徴分すれぱ，配分ルールs（x）の
最適性に関する必要条件が得られる。
　　　G’（x－s（x））　　　　f乱（x，a）　　　　　　　　　　　　　．、　　　　U・（、（。））＝λ十μf（ム、）　　　　　（3・11）
さらに，管理者の最適行動は，（3．9）から決定され，μは次式を解いて求めら
れる。
1・（・一・（・）鵬・）・・抑［1・（・（・））・一（ム・）・・一W（・）1一・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．12）
以上の決定間題におけるような不完全な情報システムの下で得られる最適解
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は・セカγド・ベスト解と呼ぽれる。管理者の行動に関して不完全な清報しか
入手できない経営者は，貞分にとって最適な行動の選択を管理老に強制でき愈
くなる。そこで，管理者の効用を最犬にする行動で，経営者にとって毛望まL
いものを管理老が選択するようなインセンティブを与える必要がある。完全な
情報システムの下では必要でなかった制約式（3．9）は，このように管理老を
動機づげるための条件として機能Lている。したがって，セカンド・ベスト解
では・管理者にイソセンティブを提供するために，完全情報の下でなら得られ
る最適なリスク分担の利益を部分的にあきらめざるをえないのである。
　明らかに，効用間題と確率分布の形によっては，以上の一般式から最適な配
分ルールを明示的な関数として解析的に解くことが困難となる。そのため，多
くの分析ではモデルをある特定のタイプに限定して解析を進めている。特に経
営者および管理考の効用関数をHARA族と仮定することから，Boyle　and
Butte耐orth（1982）に示されているように，解析の困難さを著しく軽減する
ことができる。HARA族の効用関数u（w）では，その絶対リスク回避測度
r乱（w）が（3．13）で与えられることが仮定されるので，
　　　　　　　　u”（w）　　　1　　　r乱（w）≡　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（313）　　　　　　　　u1（W）　αW＋β
u（w）の一般式は（3．14）と書くことができる。
　　　　　　　　1　　　　　1＿工　　　u（w）＝α一1（αw＋β）酊　　　　　　（314）
ここで，α＞0ならぱ逓減的リスク回避の効用関数を，αくOならぱ逓増的リ
スク回避の効用関数を，上武は表わLている。いま，経営者と管理者の効用関
数が，（3．14）で定義されるものと仮定すれぱ，期待効用は以下のように表わ
される。
　　　・／・（・一・（・））1一、圭。l／α（ト・（・））・β・11■÷f（ム・）・・
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偽．ユ5）
・1・（・（・））一・（・）／一、圭、l／α・（・）・柚／1一÷f（島・）・・一・（・）
このとき、最適な配分ルールの必要条件式（3．11）は，次式となる。
　　　［α（寿絆角／大・・1鵠　　　（乱・・）
右辺をPと表示Lて上式をs（x）について解けぱ，次武が得られる。
　　　　　　　p蜆（αx＋β1）一舶　　　s＊（x）＝　　　　　　　　　　　　，　α≠0　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．17）
　　　　　　　　　α（1＋P血）
（3．17）を（3．15）に代入すると，最適な配分ルールが適用されたときの期待
効用が以下のように計算される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　・1・（ト・（・））／一α圭ユl／。｛戸（α・・／・・俸）／1■7・（恥・）・・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．18）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⊥　　　・／・（・（・））一・（・）1一、圭、l／品（α・・榊）／トα
f（x，a）dx－V（a）
ここで，（αx＋β。十β雪）は2入の総リスク許容測度を表わLている。したカミっ
て，概言が許ざれるならぱ，期待効用は総リスク許一容測度を，1畑十P血）対
p藺／（1＋P匝）の比率で分配するように決定されている，と言うことができる。
前述の定義から・・は尤度関数畏鍔と共に変／1するので・両者の期待効
肌この与の関数形とパラメータ・の値によって雛されて帆言1
までもなく，（3．16）でμ＝0のとき，したがってP＝λとなるときには，
（3．18）はファースト・ベスト解における期待効用を示している。（3．16）の
左辺は，s（x）の増加関数であり，V1＞0，F乱≦Oのときμ＞0となるので，
HoImstr6m（1979）に示されているように，f乱（x，a）≧Oと在るxについて
は，セカソド・ベスト解のS（X）がファースト・ベスト解のS（X）を上回り，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　893
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f乱（x，a）く0となる芋については，その逆の関係が成立する。
3．3　追カロ情報の分析
　不完全な情報システムの下にあって，Xに加えて追加情報yが経営者と管
理老に提供されるとき，この追加情報はXのみが利用されたときの最適解（セ
カソド・ベスト解）を改善することができるであろうか。
　いまF（x，y，a）をaを所与とするxとyの結合分布であり，f（x，y，a）
をその確率密度関数であるとする。前述のモデルにおげると同様に，f乱およ
びf舳が存在するものと仮定しよう。このとき経営者の決定問題は，以下の
ように定式化される。
蝋∬・（・一・（ム・））f（”・）・…
肚∬［・（・（冬・））一・（・）1f（岬・）・・…亘（・・1・）
　　　　　∬・（・（ム・））f1（鐵・）・…一V（・）一・
ここで，配分ルールSは，Xに加えた追加情報yの両者に依存して定まる。
前述と同様な方法を適用して，最適な配分ルールS＊（X，y）に関する以下の必
要条件が導かれる。
　　　G’（x－s（x，y））　　　　　f乱（x，y，a）　　　　　　　　　　　＝2＋μ　　　　　　　　　　（320）　　　　U1（s（x，y））　　　　　f（x，y，a）
ここで，f乱（x，y，a）／f（x，y，a）はyと共に変化するであろうから，たとえ同
一の組織業績Xが得られたとしても，yが異なるメッセージを伝えるならぱ，
管理者の受け敢る報酬は異なる値となる。もLも経営老と管理老の価値体系が，
（3．14）におげるようなHARA効用関数で記述されうるたらぱ，最適な配
分ルールの定める管理者の報酬は、次式で与えられる。
　　　　　　　　Q血（αx＋β・）一β・　　　s串（x，y）＝　　　　　　　　　　，　α≠0　　　　　　　　　　　　（3．21）
　　　　　　　　　　α（1＋Q藺）
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ただし，Qは（3．20）の右辺を表わす。
　現実の実務においては，単一の情報に墓づくよりも，このように複数の情報
を使って管理者の業績評価を行うことの方が，一般的であろう。契約の内容に
ついても，いろいろな状況に対応Lて詳細な記述が盛り込まれるケースが多く
みられる。管理可能性の原則も，管理者の責任を明確に定義し，業績の結果が
どれ程管理者の責任に帰属させられるべきかの情報に基づいて業績評価すべき
ことを主張Lている。
　Holmstr6m（1979）は，経営者と管理者の双方に。とって，s（x）よりも
S（X，y）による方が大きた期待効用を得ることができるとき，情報yは価値
があると定義し，その必要十分条件を導出Lた。すなわち，ほとんどすべての
（X，y）について，
　　　f1（島y・a）≡h（。，。）　　　　　　　（322）
　　　f（x，y，a）
あるいは，（3，22）と同値である
f（x，y，a）＝9（x，y）・h（x，a）’ （3．23）
のいずれかが成立しないとき，そしてそのときに隈りyは価値がある。換言
するならぱ，（3．23）が成立するときには，xが組（x，y）の十分統計量と汰
り，aに関するすべての清報を含んでいるため，yはリスクの分担の目的に使
われるとしても，aの推論には何の役にも立たないのである。そこで，この
Ho1mStr6mの定理を管理可能性の原則に当てはめられるように読み替えを行
うならぱ，次の命題が得られる。すなわち，「yが管理可能性を知らせる情報
であるとき，f（x，y，a）≠9（x，y）・h（x，a）が成立するならぱ，経営考および
管理者は，管理可能性の原則に基づく業績評価を選好する。」
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3．4条件付き情報システムの分析
　追加清報の生産に無視できないコストが伴うとき，追加情報を得ることは経
済的でなくなる可能性が生れる。清報コストの節約額が，情報をもたないこと
から被る損失を上回ることがありうるからである。このように，ある条件が満
たされるときにのみ清報が提供されるシステムは，条件付き清報システムと呼
ぽれる自㈹実務に広く採用されている条件付ぎ情報システムの一例としては，
以下のように，業績がある水準に達Lないときに追加情報を提傑するツステム
である。
ト／lll：：：：
（3．24）
ここで事前に決定されるべき水準文は，情報の生産活動を規定するパラメー
タとなりている。
　追加情報の生産を調査活動と捉えるならぱ，この問題への接近は，条件付き
調査決定の分析となる。すなわち，Xの情報がゼロの費用で得られる場合，X
がどの領域に属するときに調査を実施Lて追加晴報yを生産するべきかの決
定問題であ私いまδ（X）をXが得られたとき調査を実施する確率を表わす
調査ルールとLよう。調査が実施されると追加清報yが得られるので，配分
ルールはXとyとに基づいて定めることができる。調査費用をC（y）と表
わし，経営老の決定間題を定式化すると，次式となる。
拙蝋み苅［／・一1（や／・（・一・（・））・1（・）・（・一・（ム・）一・（・））1
f（x，y，a）dxdy
軌∬［1・一1（・）／・（・（・））キδ（・）讐（舳（ふ25）
　　　　　　f（島y，a）dxdy一▽（a）：≧H
∬［／・一1（・）1・（・（・））・1（・）・（・（冬・））1
f乱（x，y，a）dxdy＿V1（a）＝0
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　この条件付き調査決定間題の最適解について，以下の諾点が措摘されねぱな
らない。第1に，（3．25）において，δ（x）＝Oとすれぱ，（3．7）一（3．9）が導か
れ，δ（x）＝1とすれぱ，（3．19）の定式化となることに注意されたい。そこで，
経営者および管理者について，（3．14）のHARA劾用関数を仮定すれぱ，こ
の決定間題における最適な配分ルールの必要条件は、前述の（3，17）および
（3．21）と書くことができる。すなわち，調査が実施されれば（3．21）が，そ
うでなげれぱ（3．17）が，最適な配分ルールとなる。
　第2に，Baimana聰dDe㎜ski（1980a）に示されているように，この決
定問題のラグラ：■ジュ関数は，δに関して1次式となる。その結果，すべて
のxについてδ（x）‘／O，1｝カ減立L，調査決定ルールは確率化戦略とはなら
ない。第3に，調査の実施を決定するルールを示す最適な調査領域は，経営
者および管理者のリスクに対する態度によって変わる。両者がリスクに対し
て等Lい慎重測度（cautiousness）〔割αをもつHARA効用関数で表わされる
とき，Boyle　and　Buttemer吐（1982）は，次の命題を証明した。すなわち，
f（x，y，a）／g（x，a）が各yにっいてxの非増加関数であるとき，リスク回避
測度が逓減する（α＞0）場合には，r上位隈界（upper　tai1）」（x≧童）が最適
な調査領域となり，その逆に，リスク回避測度が逓増する（α〈O）の場合に
は，r下位限界（1ower　tail）」（x≦文）が最適となる。Baiman　and　Demski
（1980b）は，リスク中立的な経営者とHARA効用関数をもつリスク回避的な
管理老のケースについて分析を行い，上述と類似した結論を執・ている。｛釧第
4に，このモデルにおいて調査活動は，管理老にモチベーションを与える効果
をもってはいるが，通常の差異調査の決定モデルにおげるように，修正行動を
指示Lて業務の改善を図る効果を含んでぱいない。調査活動から生まれる情報
がその後の活動に与える効果を明示的に分析する上で，前述の単一期間モデル
には限界がある。　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下次号へ続く）
注（1）佐藤（1983b）でば，業績詳価のための管理会計情報の有用性についてエイジェ
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　　ソシー・モデルによる検証が試みられている。
（2）　この定式化は，Mirrlees（1974）およびHolmstr6m（1979）によるアブ目一チ
　に依拠している。ユイジニンシー問題の定式化には，Ross（1973）による状態空間
　毛デルによるアプローチも存在する。
（3）ラグラソジュ関数をS（X）に関して傭徴分して得られた
　　　　　　　G1（・一・（・））＿2
　　　　　　　　U’（S（X））
　をS（X）について解くことにより導かれる。
（4）　ここでリスク回避測度は，Arrow（1965）およびpratt（1964）に従つてτ（w）
　＿　U”（W）　一　　　　　で計算され，リスク許蓉測度はW11so口（1968）の定義するρ（w）＝　　　　U’（W）
　　　U’（W）　　　　　　　に従っているo　　U”（W）
（5）添字の付いた関数は，その関数を添字の変数で偏徴分したものを表おす。すなわ
　ち司ここではf乱（x，a）およびf乱乱（x，a）の存在が仮定されている。
（6）x乱≧OよりF乱（x，a）≦Oが合意される。
　　確率優位に関する説明は，酒井（1982）の第6章を参照されたい。
（7）Demski　a口d　Feltham（1978）は，経営者がリスク中立的であり，管理者がリス
　ク回避的であるとき，予算を基準とする業績評価方式の条件付き晴報システムのパ
　レート優位性を検討している。Evans（1980）はTownsend（1979）のモデルに依
　拠し，情報の非対称性の下で条件付き監査（調査）の最適な契約について探求して
　いるo
（8）Wilson（ユ968）は，劾用関数が3階の導関数をもつときρ1（w）を慎重測度
　（CautiOuSneSS）と定義する。ただしρ（W）はリスク許容測度である。
（9）Bai㎜an　and　Demski（1980b）のHARA効果関数は
・（・）一（1亨γ）（弩・1）『・1判1・哨・1・・で与えられているハ1・
and　Buttemo竹hの繕果とは違いは，αのOと2との間に表われている。
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